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特別支援学校におけるキャリア教育

１ キャリア教育が必要とされている背景

２ キャリア教育とは

。

勤労観・職業観を
身に付ける

キャリア教育の必要性

【キャリア教育の定義】児童生徒一人一人

のキャリア発達を支援し，それぞれにふさ

わしいキャリアを形成していくために必要

な意欲・態度や能力を育てる教育

「キャリア教育の推進に関

する総合的調査研究協力者

会議報告書」より

第１部 キャリア教育の理解と推進に向けて

＜知的障害者の就職・就業の現状＞

○高等部卒業者の主な進路（全国平均概数）
就職25%，通所施設40%，入所施設15%，在宅15%

○就職者の平均勤続年数
６年10か月

○離職原因（主なもの）
①人間関係，②労働意欲，③勤務態度

○施設利用者の意識
約60%が「就労支援を望まない」

○障害者自立支援法の施行による課題
自己表現・自己選択・自己決定の必要性
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３ 進路指導と進路支援

■現在の進路指導の見直し

■進路支援とは

４ キャリア教育では具体的に何をするのか

ライフステージや発達段階に応じて求められ

ている役割を果たそうとする意欲や具体的な

力を付け，社会参加と自立、豊かな生活の実

現を図ること。

現在の進路指導 ＝ 「出口指導」

本来の進路指導 ＝ 「生き方指導」

「キャリア教育」

＊進路指導はキャリア教育の主な

内容の一つ

本人の思いを確かにし，それを他者に伝

えることができるような力を育てること

自己表現・自己選択・自己決定

する力を育てる

キャリア教育の視点で教育活動全体を見直す

卒業後の生活を見通した小学部から高等部ま

での一貫した組織的・系統的な支援

社会参加と自立

豊かな生活の実現

子どもの思いを育てる教育

（進路支援）が必要

１ キャリア教育と進路支援
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１ ノーマライゼーション，インクルージョン社会への流れ

◆障害児・者に関する国内外の動向◆

２ 障害観の変化（ICFの理解と活用）

[ＩＣＩＤＨ（1980：国際障害分類，WHO）]

「インクルージョン(inclusion)」「インクルー

シブ(inclusive)」とは一般的に「包括的」と訳

されている。「包括」とは一つに包み込むとい

う意味。障害の有無で人を区別せず，ありのま

まのその人を認め合いながら，同じ場所で育ち

支え合う社会の実現を目指すこと。

1975：国連「障害者の権利宣言」

1980：WHO「国際障害分類（ICIDH）」

1981：国際障害者年、国連・障害者の10年

1993：アジア太平障害者の十年

(2002年さらに十年延長)

1994：特別なニーズ教育に関する世界会議

「サマランカ宣言」

2001：WHO 「国際生活機能分類(ICF)」

2002：「障害者基本計画」閣議決定

2003：「今後の特別支援教育の在り方について

（最終報告)」

2005：「発達障害者支援法」施行

2006：「障害者自立支援法」施行

2007：「学校教育法等の一部改正」施行

◆インクルージョン，インクルーシブとは◆

＜主な問題点＞

●矢印が一方通行であること

●マイナス面だけを見ていること

●環境的な因子を配慮していないこ

第１部 キャリア教育の理解と推進に向けて

Disease → Impairment →Disabil ity →Handicap

疾病又は 機能障害 能力障害 社会的不利
変調
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[ＩＣＦ 2001年版の障害モデル]

＜ＩＣＦモデルから見た支援＞

①支援は誰もが必要なものである

②支援は特定の場において必要なものである

③支援が必要な時と必要でないときがある

環境因子：物的，人的，社会意識，制度的な環境等

個人因子：個性，年齢，性別，価値観，生活歴等

３ 特別支援学校に求められること

■ 障害のある児童生徒に対する教育・支援に

対する基本的な考え方

「各地域で」

「生涯にわたって」

「社会全体が一体となって」

(1)「障害のある子どもを共に地域に暮らす『生活者』

と捉える発想」

＊特別支援学校にもその実現に向けた役割の

発揮が求められている。

(2)「効果的かつ弾力的な教育課程の編成」

■ 特別支援学校として検討すべき視点

○可能な限り複数の障害に対応できるようにする (3)「開かれた学校づくり」

○できる限り身近な地域で教育を受けることがで

きるようにする

○障害の特性に応じて，同一障害の児童生徒の一 (4)「個別の指導計画，個別の教育支援計画の効果的な

定規模の集団を確保する 運用と教育課程との関連を図る」

○障害種別ごとの専門性を確保する

○特別支援教育のセンターとしての機能を発揮す

る (5)「学校運営組織の基礎構造改革」

■ 特別支援教育の実現に向けてまず一人一人

が取り組むべきこと

(6)「社会参加と自立を促進するための職業教育の充実

と改善」

子どもに分かり，同僚に分かり，保護者に分かり，ひい

ては障害のある子ども達を取り巻く人々にも分かる授業を

することが，地域や社会の障害のある子ども達に対する理

解をすすめ，連携の機会を多くすることにつながる。

授業改善

２ インクルージョン社会の実現をめざして

健康状態

心身機能・
活動 参加

身体構造

環境因子 個人因子

生活機能
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自営業の

手伝い

3.8%

授産施

設・作業

所等

54.3%

その他・

不詳

8.6%

アルバイ

ト・臨時

9.3%

不詳, 12.2
ない,

 6.0

1万円まで,

 33.8
1～３万円,

 11.3
３～５万円,

 7.0

５～７万円,

 7.0
７～10万円,

11.0

10～13

万円,

 7.3

13～15万円, 2.0 15万円より多い, 2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「働くこと」と障害者自立支援法

１ 知的障害のある人の就労について

■ 知的障害のある人の就労の意義

◆障害者白書平成18年度版より◆

１ 就業者の就業形態（知的障害者）

資料：厚生労働省「身体及び知的障害者就業実態調査」（平成13年)

２ 就労知的障害者の平均給料（在宅）
常用雇用 12万円， 福祉工場9.8万円
産施設 1.2万円

３ 知的障害者(在宅)の平均収入(月) 資料：厚生労働省

「知的障害児（者）

基礎調査」（平成12年）

就労：おとなとしての生活の中心的活動

「働くことは人としての基本的権利であり、

人は働くことを通じて成長する」

○社会化，社会参加，自己実現を果たす

手段としての意義

○ノーマライゼーション社会の実現

などの理念の具現化としての意義

①経済生活面からの意義
→ 働いて賃金を得，生活に役立てる

②健康な生活面からの意義
→ 生活の変化，リズムができる

③人間関係の関わりからの意義
→ 仲間や人とのつながりができる

④家族や地域社会との関わりからの意義
→ 周囲の人に認められ位置づけられる

⑤人間性の広がりや成長からの意義

→ 自信と誇りをもてる

第１部 キャリア教育の理解と推進に向けて
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２ 障害者自立支援法の概要

◆障害児・者の福祉の流れ◆ （１）概 要

＜制度改革のねらい＞

１ 障害者の福祉サービスを「一元化」

◆障害者自立支援法成立の背景◆

２ 障害者がもっと「働ける社会」に

３ 地域の限られた社会資源を活用できるよう規制緩和

４ 手続きや基準の透明化，明確化

５ 増大する福祉サービス等の費用を皆で負担し支え

◆制 度 の 課 題◆ 合う仕組みの強化

● 報酬単価引き下げと利用実績払い（日払い）

→ 施設の収入減。職員が雇えない

● 施設利用定員の規制緩和と最低定員 （２） 就労に関すること

→ 定員以上に利用者と契約

● 食事の規制緩和

→ 外部委託，食費の自己負担

◆就労に関する改革◆

1947：「児童福祉法」障害児の施策も規定

1949：「身体障害者福祉法」傷痍軍人対策

1950：「精神衛生法（のちの精神保健法）」

精神病に関する医療中心

1960：「精神薄弱者福祉法（現・知的障害者

福祉法）」

1964：東京パラリンピックの開催 障害者に

対する関心が高まる

1982：「障害者対策に関する長期計画」策定

1993：「障害者基本法」障害者福祉の基本理念

1995：「精神保健福祉法」精神障害者の福祉

2003：「支援費制度」導入、措置から契約へ

2006：「障害者自立支援法」施行

① 在宅サービスの利用者の急増

支援費制度施行後1年半で利用者が1.6倍に

② 障害種別間・市町村間の格差

身体障害者のホームヘルプサービスを実施してい

る市町村の割合が83%であるのに対し，知的障害

者では66%（平成16年10月現在）

③ サービス水準の地域格差

人口１万人対支給決定者数でみると都道府県平

均では最大7.8倍の差（例：岩手を１とすると

東京では約２倍，大阪では約４倍の差）

④ 在宅サービスの予算の増加

平成15年度で128億円，平成16年度で274億円の

赤字

【 障害者自立支援法による改革】

○ 福祉施設利用者や養護学校卒業者に対し，一般 ○ 支援を受けながら働く「就労継続支援事業」に
就労に向けた支援を行う「就労移行支援事業」を 目標工賃を設定し，達成した場合に評価する
創設 仕組みを導入

○ 障害福祉計画において，就労関係の数値目標を
設定 ○ 福祉・労働・教育等の関係機関が地域において

○ 定員要件を緩和し，離職者の再チャレンジや地域 障害者就労支援ネットワークを構築し，障害者
生活の移行に対応 の適性に合った就職の斡旋等を実施

障害者がその能力や適性に応じて，より力を発揮できる社会へ

３ 知的障害者の就労と現状
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内 容

と ら え
態 度 具体的な力

日常生活の中での役割の理解や考え方と 社会参加と自立に ○ 日常生活動作と基本的生活

勤労観 役割を果たそうとする態度，及び役割を果 向けての基盤とな 習慣に関する力

たす意味やその内容についての考え方 る態度 ○ 社会生活・家庭生活に主体

的に参加し役割を果たす力

職業についての理解や考え方と職業に就 職業的な自立に ○実際的な働く力

職業観 こうとする態度，及び職業をとおして果た 必要な態度 ○職業的な自立に必要な力

す役割の意味やその内容についての考え方

知的障害のある児童生徒の勤労観・職業観の育成とは

１ 勤労観と職業観のとらえと内容

自分からやろうとする

自分のことは自分でできる

決められたことや与えられたことができる

確かな勤労観が
基盤となって職業観が

培われる

社会参加と自立

就職・就労

第１部 キャリア教育の理解と推進に向けて
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２ 発達段階に応じた勤労観・職業観の育成

日常生活動作と基本的生活習慣に関する力

社会生活・家庭生活に主体的に参加し，

自らの役割を果たす力

職業的な自立に必要な力

勤労観・職業観を 関連する

育てる力 教科・領域等

日常生活動作と基 日常生活の指導，自立活

本的生活習慣に関 動，遊びの指導，など

する力

勤
労 社会生活・家庭生 日常生活の指導，遊びの指

観 活に主体的に参加 導，生活単元学習，特別活

し，役割を果たす 動，総合的な学習の時間な

力 ど

実際的な働く力 作業学習，生活単元学習，

実習など

職
業 職業的な自立に必 国語，数学等の各教科，職

観 要な力 業，作業学習，実習，特別

活動，総合的な学習の時間

など

県内の知的障害養護学校の各学部主事及び
進路指導主事を対象とした調査結果(2006，佐藤)◆

＜就職・就業するために必要だと思われること＞

第１位

○働く意欲や態度を身につけているこ

○休んだり遅刻したりしないこと

第2位

○働くことに見合った体力があること

○安全に気をつけること

○ルールやマナーを守ること

第３位

○規則正しい生活が送れること

○あいさつや返事ができること

○健康管理ができること

４ 勤労観と職業観の育成
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保護者との連携

実態やニーズの把握

地域、関係機関との連携

卒業後の生活への具体的イメージ

個別の支援計画の効果的活用

主体性を育成する指導方法

学習内容や手だての引き継ぎ

日々の授業（指導）改善

発達段階に応じた系統的な学習内容

豊かな生活への共通理解

十分な人員配置

その他

小学部
主事

中学部
主事

高等部
主事

進路指
導主事

平均
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情報機器で情報をやりとりできること

交通機関の利用ができること

金銭管理ができること

余暇が充実していること

作業ができること

働く意欲や態度を身につけていること

健康管理ができること

働くことに見合った体力があること

衛生面に注意すること

協調性があること

掃除や整理整頓ができること

休んだり遅刻したりしないこと

安全に気をつけること

日付や時刻がわかること

ルールやマナーを守ること

規則正しい生活が送れること

記号や文字の読み書きができること

数を数えたり簡単な計算ができること

あいさつや返事ができること

身辺処理ができること

コミュニケーションがとれること

小低

小高

中

高

１ 卒業後を見とおした支援に必要なこと

（１）卒業後を見とおした支援とは

（２）卒業を見とおした支援で大切なこと

① 保護者との連携

② 関係機関との連携

③ 実態把握

④ 個別の教育支援計画の活用

⑤ 発達段階と卒業後を見とおした系統的な学習と

校内体制の確立

２ 就労に必要な力の学習開始時期

県内の知的障害養護学校の各学部主事及び進
路指導主事を対象とした調査結果(2006,佐藤)◆

１卒業後を見とおした支援で重要なこと

第１部 キャリア教育の理解と推進に向けて
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２ 卒業後を見とおした支援の実現に向けて

（１）推進手順と組織の確認

（２）自校の学習プログラムの枠組みの作成（18ページ参照）

（３）各学部，各学年，教科・領域等における指導計画

の作成（21ページ参照）

（４）個別の指導計画の作成

（５）計画の実施と啓発活動

（６）評価

＜キャリア教育推進の流れ＞

推進手順と組織の確認

○推進役と各校務分掌の役割をきめる

・ 組織的に進めるための役割分担

・ キャリア教育学習会の開催

・ 教職員全員の共通理解

自校の「学習プログラムの

枠組み」の作成

○自校の児童生徒に育てるべき「能力・

態度」を明らかにし，自校のキャリア

教育を構想する

各学部、各学年、教科・

領域等における指導計画の

作成

○学部・学年，教科・領域等毎の具合的な

指導計画を作成する

目標の設定

内容・方法の開発

発展的取り組みの工夫

教育課程の位置付け

個別の指導計画の作成

○一人一人の実態に応じた指導計画を作成

する

計画の実施と啓発活動

○指導・支援を行うこと，また，家庭や地

域への啓発活動を行う

評価

○次期の計画の作成に生かす

■学校方針の明確化（重要）

推進にあたっては，学校全体としての方向性を
はっきりと示す必要があります。校長のリーダー
シップの下，学校経営方針の中に取り入れるなど
全職員の共通理解を図ります。

５ 卒業後を見とおした支援を実現するために
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第１部 キャリア教育の理解と推進に向けて




